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研究成果の概要（和文）：発達障がいの特性を持つが、診断に至る前の幼児の家族に対して、前向き子育てプロ
グラム（Positive Parenting Program; トリプルP）を用いた子育て支援として、地域子育て支援拠点において
グループトリプルP（GTP)を実施し、7年間で0～6歳の母親48人の受講があった。研究対象者44人の介入効果は、
親の子育てスタイル、親の抑うつ・不安・ストレス、親の育児に対する認識について、GTP前後、3カ月後の有意
差（p <0.05）を認めた。GTP後のプログラムの質評価は高評価であった。対象のGTP受講前の子育て状況を質的
に分析し、地域における早期介入の必要性について明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The Positive Parenting Program (Triple P) was used in the Group Triple P 
(GTP) conducted at community child-rearing support centers as a parenting support for families of 
young children with developmental disabilities, prior to the diagnosis of the disabilities. The 
program included 48 mothers, and intervention effects on 44 participants in the study revealed 
significant differences (p < 0.05) in parenting styles, parental depression, anxiety and stress, and
 parental perceptions before, after, and 3 months after GTP. The quality evaluation of the program 
after the GTP was highly positive. A qualitative analysis of the parenting situation before the 
participants attended GTP revealed the need for early intervention in the community.

研究分野：生涯発達看護学、公衆衛生看護学

キーワード： 発達障がい児　子育て支援　地域包括ケアモデル　ペアレント・トレーニング　前向き子育てプログラ
ム

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
発達障がいの診断は早期であればあるほど不確実性が高く、乳幼児期では確定診断がつきにくい子どもの割合が
多い。本研究において、トリプルPを用いて気軽に利用できる地域の子育て支援拠点において介入することで、
子どもの発達上の問題を指摘されたことがある、または子どもの発達上の問題または育児について困っている状
況がある保護者を、育児に対して前向きにし、育児の負担感やストレスを軽減する効果が得られると考える。発
達障がいの診断および障がいの受け入れの前段階または中途段階にあり、障がいへの疑問や不安を抱えている可
能性のある親に対してもアクセスしやすい地域包括子育て支援モデルとなることが考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
発達障がいは、障がいの疑いから確定診断までに平均 2 年 1 ヶ月を要しており、乳幼児健診
等で発達障がいの早期発見に至っても、年少児ほど診断の不確実性が高いため、発達障がいの可
能性はあるが確定診断がつきにくい乳幼児が多いとされている。そのため、親にとって、確定診
断までの期間は、子どもの問題行動についての悩みだけでなく、障がいの有無への葛藤や不安を
抱える最も辛い時期である。また、発達障がいの確定診断後も、年少児であればあるほど、家族
にとって障がいの受容は困難である。そのため、デリケートで辛い時期の親に寄り添い、親の育
児負担感やストレスを軽減できる子育て支援が必要である。 
松山市では、2017年度より保健所や療育機関ではなく、地域子育て支援拠点である松山市立
味生地域子育て支援センターにおいて、親子教室「すくすく」を開設し、週 2回のデイケアプロ
グラムを実施している。また、専門医の巡回相談事業等において、発達障がいの疑いのある子ど
もに対する課題である障がいの早期発見や専門医への早期受診が可能となっている。自治体で
実施される親子遊び教室において、発達障がいのリスクをもつ幼児の行動変化は、グループ療育
において一定の効果を得ているが、個別事例に対応した専門的支援の必要性が指摘されている。
親子教室のみならず、2011 年より愛媛県内で展開している前向き子育てプログラム（Positive 
Parenting Program; トリプル P）を用いた地域包括子育て支援を創設する。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、発達障がいの特性を持つが、診断に至る前の幼児の家族に対して、トリプル

Pを用いた地域包括子育て支援モデルを開発し、地域の子育て支援として定着をめざすことであ
る。 
（１）子どもの発達上の問題を指摘されたことがある、または子どもの発達上の問題または育児 
について困っている状況がある親に対して、地域の子育て支援拠点においてグループトリプル P 
（GTP)を実施することで得られる親の子育てのスタイル、子育てについての認識およびメンタ
ルヘルスの改善、子どもの問題行動の解決や発達の促進につながる効果を明らかにする。 
（２）子どもの発達上の問題を指摘されたことがある、または子どもの発達上の問題または育児
について困っている状況がある親の子育ての状況を分析し、地域の子育て支援拠点におけるト
リプル Pを用いた早期介入の必要性について明らかにする。 
 
３．研究の方法 
GTP は、トリプル Pのレベル 4のグループベースの介入プログラムで、子育ての困難や子ども
の行動問題を経験する 2～12 歳の子どもを持つ親に適したエビデンスに基づく育児介入である。
GTP は約 8週間で 8回のセッションで構成され、第 1～4回は 5～9人での 120 分程度のグループ
学習で、前向き子育てや行動記録のための講義、スキル習得のためのロールプレイを行った(図
1）。第 5～7回は、15～20 分程度の個別の電話セッションで、家庭での親の子育てスキルの実践
状況を確認し、その改善についてファシリテーターが助言を行った。最後の第 8回は、再度グル
ープが集まり、家庭での前向き子育ての継続のため、プログラムでの学習内容のまとめと振り返
りを行った。対象者は、GTP 終了から 12 週後にフォローアップセッションを受講し、家庭での
前向き子育ての実施状況の振り返りと新たな課題への取り組みなどを話し合った。ファシリテ
ーターは、養成講習を受講後、認定試験に合格したトリプル P認定ファシリテーター8名が担当
した。プログラムの質の担保のため、参加者の同意を得てセッション中の発言の録音を行った。
参加者には、教材とプログラム中の託児と保険加入が無償で提供された。 
事前説明会終了後、本研究について説明し、文書による同意を得た。調査内容は、子どもの性
別、年齢、家族構成、健康診査での指摘、保健師や専門家の支援、子育て支援の利用であった。
GTPの効果は、子どもの行動をStrength and Difficulties (SDQ)、親の育児スタイルをParenting 
Scale (PS)、育児に対する認識を Parental Experiment Survey (PES)、育児適応を Depression 
Anxiety Stress Scale (DASS) 、社会的健康尺度を用いて紙媒体の調査票で調査した。調査
は 3 時点、GTP 実施前(第 1 回目のセッションの前)と終了後(第 8 回目のセッションの後)、GTP
終了 12 週後のフォローアップセッション後に行った。また、介入後に Client Satisfaction 
Questionnaire（CSQ）を用いてプログラムの質の評価を行った。 
量的データは記述統計を行った。3測定時点(介入前後、12 週後)の比較は、対応があるノンパ
ラメトリック多重比較検定として Friedman 検定を用い、有意水準はｐ<0.05 とした。事後テス
トは、Wilcoxon の符号付順位和検定を用い、Bonferroni 調整を行った(有意水準ｐ<0.017)。統
計分析は、Microsoft Excel 2019 MSO 及び IBM SPSS Statistics version 26 を使用した。質的
データは、意味内容を吟味し、類似した内容を集積し、項目別に分類した。 
 本研究は、事前説明会終了後、GTP 参加者全員から GTP 参加の同意と研究参加の同意を文書で
得た。本研究は、聖カタリナ大学看護研究倫理審査委員会(承認番号：看倫 17-01.承認日：2017
年 8 月 17 日)の承認および愛媛県松山市の承認を得て実施した。 
 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．研究成果 

（１）2017～2023 年度、松山市立味生地域子育て支援センターにおいて GTP を実施し、7年間で
50 人（うち、重複受講 1人、脱落 1人）の受講があり、すべて母親であった。研究対象者 44人
の平均年齢は 35.9 歳であった。子どもの平均年齢は 2.3 歳（月齢 33.8 ヶ月）であった（表 1）。  
PS の下位尺度：過剰反応、手ぬるさ、総計、PES の質問項目：「子どもの行動の困難度」「子育
ては報われるもの」「子育てはストレス」「子育ては確かな結果が出る」「子育ては落ち込ませる」
「親としての自信」「子育てに助けが得られた」「パートナーとのしつけの一致度」「パートナー
の協力度」「パートナーとの関係性の幸福度」、DASS の下位尺度：不安、抑うつ、総計について有
意差（p <0.05）を認めた（表 2）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

テーマ

集合セッション①
自己紹介、前向き子育ての5原則

集合セッション②
子どもの発達を促す10の技術

集合セッション③
問題行動を取り扱う7の技術

集合セッション④
計画を立てて実行する

個別セッション⑤
電話相談：1回目

個別セッション⑥
電話相談：2回目

個別セッション⑦
電話相談：3回目

集合セッション⑧
プログラムのまとめ、修了式

フォローアップ（GTP終了後12週後）

フォローアップセッション
「これまでの振り返り」「新たな課題」「対応策の検
討」についてグループワークを行う。

調査3：12週間後

図1　介入方法

調査2：介入後

方法・内容

研究説明会
プログラムの概要・予定
研究参加の同意

調査1：介入前

　GTPプログラム（8-10週間）

「前向き子育て」とはどのような子育てなのかについて
学び、子どもの行動の捉え方について話し合う。

子どもと良好な関係を作り、子どもの発達を促すため
の、10のスキルを学ぶ。

対処が難しい子どもの行動をうまく扱えるようになるた
めの、7のスキルを学ぶ。

対処が難しい子どもの行動が起こりやすい場面を想定
し、その行動が起こらないように備えるための計画的な
活動を学ぶ。

１～４回ののセッションで学んだスキルを家庭でうまく
活用できているかを話し合う。ファシリテーターは参加
者自身が工夫しながら子育てできるようにサポートす
る。

子どもの行動の好ましい変化について話し合い、プログ
ラムで学んだスキルの復習を行う。



 
（２）未診断の 2 歳児と 3 歳児を持つ母親に対する GTP の有効性を明らかにすることを研究目
的とし、2017～2020 年度の対象者より、2 歳児 12 人と 3 歳児 13 人の母親の GTP の効果を分析
した。GTP は、2 歳児のポジティブな行動を促進した。また、GTP 後の母親の過剰な育児スタイ
ルを改善し、育児に対する自信を回復させた。GTP は、3 歳児の行動問題を改善し、母親の育児
スタイルを改善し、育児支援を受けることを促し、育児のストレスと抑うつを軽減した。本研究
の結果は、2歳児に対するGTPの公衆衛生上の予防効果と、年齢による効果の相違が示唆された。 
 
（３）子どもの発達上の問題を指摘されたことがある、または子どもの発達上の問題または育児
について困っている状況がある親の社会的健康度の状況と GTP による変化を明らかにすること
を目的に、2017～2019 年度の GTＰ受講者である母親 19 人の社会的健康度を分析した。発達障が
いの特性を持つが、診断に至る前の幼児の母親の社会的健康度は、定型発達の子どもを育てる母
親に比べて子育てに伴う制約感が強かった。地域子育て支援拠点での GTＰに参加することによ
り、子育てに伴う制約感が低減し、毎日の充実感が増加し、社会的健康度の一部に改善がみられ
た。しかし、家族以外の地域や社会への参加の変化までは至らず、身近な地域における継続的な
支援が必要であることが示唆された。 
 
（４）地域子育て支援拠点における早期介入の必要性を検討することを研究目的とし、2017～
2020 年の GTP 受講者である母親 21 人の子育て状況を質的分析した。対象者の子どもは 3歳以下
の未就園児が多く、癇癪や身体攻撃性などの行動の難しさを抱えていた。母親は、子どもとのコ
ミュニケーションや時間の無さ、自分のネガティブな感情などに対して困難感があった（表 3）。
一方、子どもの成長に子育ての喜び・やりがいを感じ、GTP の受講に対してポジティブな期待を
抱いていた（表 3・4）。 



 
地域の利用しやすい子育て支援拠点に
おいて、親が育児困難感を抱えている未
診断の発達障がい児に早期介入すること
は、二次予防のハイリスクアプローチと
一次予防のポピュレーションアプローチ
の複合介入となり、より効果的な公衆衛
生学的予防効果が期待できると考える。 
 

 
（５）地域の子育て支援拠点における親支援活動でのトリプル P の受容性を評価することを研
究目的とし、2017～2021 年の GTＰ受講者である母親 33 人のプログラム質評価を分析した。トリ
プル Pの 17 の子育てスキルのうち 15 の子育てスキルは 7件法で 6点以上の平均得点であり（表
5）、よく使ったスキルは「子どもと良質な時を共有する」、「愛情を表現する」、「子どもを（描写
的に）褒める」、「行動チャート」であった。CSQ の項目；プログラムの内容の質、満足度、有用
感は 7件法で 6点以上の平均得点であり、13 項目中 11 項目が 5点以上であった（表 6）。トリプ
ル P を用いた親支援は受け入れられやすく、地域での幼児虐待予防や夫婦関係の悪化を予防す
る効果が示唆された。 
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